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小学校国語科学習指導要領の日中比較
－－マクロ視点からの考察－－
王 娟＊
要 旨
近年中国の国語科教育は、詰め込み教育だと厳しい批判を浴びている。そこで、同じ漢字文化圏に
属し、国語科の読解力が中国を上回っている日本との対比を通して、その原因を分析し、将来の中国
の国語科の新しい方向を考える糸口としてその活用を探る。また、「学習指導要領」は、国語科教育
の理念を反映し、現場の国語科教育を指導するものであり、国語科教育において重要な役割を果たし
ていることから、本稿は「小学校国語科学習指導要領」に焦点を当て、マクロ視点から改訂のポイン
ト、総目標及び構成という 3つの内容に絞り、日中の異同を整理する。
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はじめに
日本と中国は修業年限が 9年の義務教育を実施している。また、両国は、同じ漢字文化圏に属して
いる一衣帯水の隣国で、教育や文化などの面で古くから通じ合うところが多いため、両国の国語科教
育を比較し、互いに経験や教訓を参考にすることは、大きな意味がある。
さて、OECDでは世界の 15 歳児童を対象に読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの三分
野の学力（学習到達度）に関して実際にテストを行う PISA調査を 3年ごとに行っている。最新の
2015 年のデータによると、日本の読解力は 8位であり、国際的には引き続き平均得点が高い上位グ
ループに位置している1）。それに対して、中国は、調査に参加したのが北京・上海・江蘇・広東の四
地域で、この四地域の読解力は全参加国・地域（72 か国・地域）の中で 27 位となり、その成績はぎ
りぎり平均点に達しているものであった2）。北京・上海・江蘇・広東は、中国では教育が発達してい
る地域であるにも関わらず、読解力はまだ国際的に上位グループに入れない。もし中国全国すべての
学生を調査した場合、成績の順位がさらに下回るに違いないであろう。当然、読解力の水準で国語科
全体のレベルを判断するのは難しいが、読解力の育成が国語科の主な教育目標の 1つとされているこ
とから考えると、中国の国語科の教育は、日本から学ぶところが多いのではないかと考えている。
そこで、本稿では、国語科教育において重要な役割を果たしている「学習指導要領」に焦点を当て、
日中の異同について考察を行った。将来の中国の国語科の新しい方向を考える糸口として、本稿が活
用されることを期待する。なお、以下は、特に説明が付いていない場合「小学校国語科学習指導要
領」を要領と略し、また日本の最新版「小学校国語科学習指導要領」（2017 年版）を「日要領」と略
し、中国の最新版「義務教育語文課程標準」（2011 年版）を「中要領」と略す。
1 ．先行研究
管見によれば、日本では要領に関する研究は田中（2007）と呉（1996）しかなく、極めて少ない。
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田中（2007）は、主に中国における国語科課程改革の国家案と地方案との比較研究であり、中国に比
べ、日本では国家によって「学習指導要領」が発布されると、その内容を地方で勘案する余地はほと
んどないことを指摘した。しかし、同研究は北京市・上海市・福建省・湖北省・四川省という 5つの
地方の課程設置表を羅列しているが、現在の中国は日本と同じように、各地の教育機関が国の公布し
た学習指導要領の基で教育を実施するわけで、ほぼ要領の内容を勘案する余地はないというのが現状
である。そのため、中国の学習指導要領の地方案を考察することは意味が少ないと思う。また、呉
（1996）は日本の 1989 年版の要領と台湾の 1993 年版の要領を対象にし、その中の作文に関する部分
を対照比較している。結論として氏は、「台湾の要領の内容は細かく明示されているが、学生が表現
しようとする態度の育成は不足である」という問題点を指摘している。
一方、中国では要領に関する研究は、日本より活発である。通時的な視点から中国の要領を考察し
ている馬琳（2013）、通時的な視点から戦後日本の要領の変遷を分析している陳奇秀（2004）、要領に
関して中国大陸と台湾の対照比較を行っている雷蕾（2015）などがある。その中で、本論文のテーマ
と直接に関連があるのは、2本の論文である。それは、周葵葵（2007）と徐美芳（2015）である。
周葵葵（2007）と徐美芳（2015）の構成は、基本的に同じであり、義務教育段階の要領に関して、
変遷の歴史、教育理念、要領の構成および目標・内容という 4つの内容に分け、日中対照比較を行っ
ているうえに、両方の異同をまとめ、提案を示している。ただし、周葵葵（2007）と徐美芳（2015）
が考察している要領の版は異なる。周葵葵（2007）の方は、2001 年版の中国の要領と 1998 年版の日
本の要領を使用している。一方、徐美芳（2015）は、2011 年版の中国の要領と 2008 年版の日本の要
領を使用している。しかし、周葵葵（2007）と徐美芳（2015）の考察内容は、表面的に過ぎ、十分と
は言えないであろう。特に同じ学年の目標・内容について日中の比較を行っておらず、重要な特徴を
見失う恐れがある。
2017 年 3 月に、日本の文部科学省が最新の小学校学習指導要領を公示し、3年後の 2020 年から全
国実施する予定である。そのため、本稿は、両国の最新の要領、つまり 2011 年版の「中要領」と
2017 年版の「日要領」を調査対象にし、マクロ視点からまず改訂のポイント、総目標と構成を比較
し、両方の特徴をまとめ、今後中国の学習指導要領の改善案を提案することを目的とする。
2 ．日中の最新の国語科学習指導要領
中国の国語科は、最初の時「国語」や「国文」と呼ばれ、1949 年に葉聖陶の提案がきっかけとな
り3）、1950 年に、中国中央人民政府の出版総署編審局が発行した国語科の『編輯大意』は、「口頭で
言うのは、『言語』であり、文字に書くのは『文章』である。文章は、言語を基にするから、『語』と
『文』は、離れられない存在である」と述べ、中国の国語科を「語文」という新しい科目名に変え、
現在まで使用している。その『編輯大意』は、語文科目に対して「聞く・話す・読む・書くという 4
機能を重視すべき」という方針を出し、実際に現在の学習指導要領に相当する役割を果たしていた4）。
「中要領」は、中華人民共和国教育部により『義務教育語文課程標準』というタイトルで、別冊の形
で公布されている。一般的には「課標」と略されている。小学校 1年生から中学校 3年生まで 9年の
義務教育期間の内容が含まれている。「課標」は、中国の語文課程の教育現場を指導し、中国の教育
理念を反映し、語文教育の核心的な存在となる。戦後、中国は主に 7回小学校国語科の「課標」を公
布した。1950 年版、1956 年版、1963 年版、1978 年版、1992 年版、2001 年版と現行の 2011 年版であ
る。なお、本稿では、論述の便宜上、中国の「語文」科目名も「課程標準」のタイトルも日本に従い、
「国語科」および「学習指導要領」という言い方を使用する。以下に、「中要領」と「日要領」の改訂
ポイントについて比較する。
現行の「中要領」は、2011 年 12 月に中国教育部により公布され、2012 年秋から実施されている。
王 娟
－ 84 －
筆者は、それを 2001 年版と比べ、国語科の学習内容に関わる改訂のポイントを、主に以下のような
4つにまとめた。
（ア）
a. 新しい「社会主義核心価値観」の育成の強調：「課程基本理念」や「全体目標及び内容」の項
で、それと関わる表現があり、「社会主義核心価値観」の大切さを強調している。
b. 漢字学習の負担の減少：1年生から 4年生までの学習する漢字の数を減らした。1年生と 2年
生の場合、読める及び書けることを要求する漢字の数がそれぞれ 200 字ずつ減少した。3年
生と 4年生の場合、読める漢字の数は変わっていないが、書ける漢字が 400 字減少した。
c. 古詩学習の充実：付録部分で提案している小学校段階で「暗記推薦古詩」は、2001 年版の 70
編から 75 編までに増えた。
d. 総合能力の育成を重視：聞く・話す・読む・書くという 4つの技能の繋がりを強調し、総合
的な国語科の能力の育成を重視している。
一方、日本は明治 27 年の上田万年の講演がきっかけとなり、教育政策として小学校に「国語科」
が制定され、次第に国語科のスタートを切る状態になった5）。日本の学習指導要領は、1947 年版を初
めとし、これまで 9版を公布した。1947 年版、1951 年版、1958 年版、1968 年版、1977 年版、1989
年版、1998 年版、現行の 2008 年版と公示したばかりの 2017 年版である。現行の日本の要領は、
2008 年 3 月に日本の文部科学省により公布され、また 2015 年 3 月に、一部の内容が改正された。
2017 年 3 月に、日本の文部科学省が最新の要領を公示し、3年後の 2020 年から全国実施する予定で
ある。「日要領」は別冊ではなく、日本文部省が公布した『小学校学習指導要領』の第二章の第一節
として構成されている。『小学校学習指導要領』には、国語以外に社会、算数、理科、生活など 10 科
目が含まれている。また別表として学年別漢字配当表がある。小学校 1年生から 6年生までの 6学年
に対応している。これは日中の教育現場の実際の実施方法と関わっている。中国においては、各科目
をそれぞれ別の教師で担当する。国語科の教師は、国語科しか担当せず、算数や外国語などの科目と
基本的には関わりがない。そのため、科目別の指導要領が教師にとって分かりやすいし、使いやすい
ところがある。一方、日本の小学校では、基本的に全ての科目を、担任の教師が 1人で担当している。
全ての科目の要領を 1冊にまとめているのは、国語科の指導方針や教育目標などを他の科目に生かす
こともあるからではないであろうか。
しかし、中国でも日本でも全国的に小学校国語科の教材を統一する制度がないため、両国の要領は
違う出版社の教材であっても同じ基準に満たす内容があり、どの地域の学生であっても平等な教育を
受けることを指導する責任がある。この意味から言うと、両国の要領を考察すると、両国の小学校国
語教育の全体的な異同が見えてくるであろう。
また、日本の『幼稚園教育要領、小・中学校学習指導要領等の改訂のポイント』によると、「何が
できるようになるか」を明確化するため、全ての教科等を、①知識及び技能、②思考力、判断力、表
現力等、③学びに向かう力、人間性等の 3つの柱で再整理している。知識及び技能の学習は、知識の
「インプット」と見なすことができれば、思考力、判断力、表現力等の養いは、より上手に「アウト
プット」できるようになるためであろう。つまり、日本の新要領の改訂は総合的な応用力を高めるの
がポイントだと思う。
なお、学習内容から見ると、日本の新要領の中で国語科に関わる改訂のポイントとして、以下の 5
つが挙げられる6）。
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（イ）
a. 言語能力の確実な育成：発達の段階に応じた、漢字・語彙の確実な習得、意見と根拠、具体
と抽象を押さえて考えるなど情報を正確に理解し適切に表現する力の育成を重視している。
b. 伝統や文化に関する教育の充実：古典など日本の言語文化の指導を充実するという指示があ
る。
c. 知識の理解の質の強調：国語の知識や技能を身に付けるとともに、自国の言語文化に親しん
だり理解したりする心の育成を強調する。
d. 学習過程の明確化、「考えの形成」の重視：ただ活動するだけの学習にならないよう、活動を
通じてどのような資質・能力を育成するのかを示すため、現行の学習指導要領に示されてい
る学習過程を改めて整理。
e. 情報の扱い方に関する指導の改善・充実：「情報の扱い方に関する事項」を新設し、「情報と
情報との関係」と「情報の整理」の 2つの系統に整理して示した。
日中の改訂ポイントについて、共通しているのは古典などの伝統的な言語文化をより重視するよう
になったことである。
「中要領」では、暗記する古詩の数が明確に増加している。また、古典などの伝統的な言語文化を
より重視するという方針のもとで、近年中国社会では、「国学」のブームが起き、学校でも「国学」
の勉強を呼びかけている。「国学」とは、孔子、孟子の著作を代表とする中国の伝統的な思想や文化、
学術のすべてを含んだ学問である。実際の教育現場では、古詩、千字文、三字経などをたくさん学生
に暗記させている。しかし、小学生にとって、千字文、三字経などのような文章は理解が難しい古文
である。数多く暗記しても、意味がわからないままであり、学生の負担になるだけではなく、場合に
よっては学生が抵抗を感じることもある。
同様に、「日要領」は、「自分の国の言語文化に親しんだり理解したりする心の育成」を強調し、伝
統や文化に関する教育の充実も求めている。伝統的な内容の指導は現行の学習指導要領にすでにとり
あげられており、低学年は『いなばのしろうさぎ』等の物語を聞く活動がある。また、高学年は『枕
草子』を季節ごとに読んだり、漢詩や論語を読ませたりしている。今までは読むことが目的であった
が、今後は「親しむ」ということことが目標になるであろう。中国が学習内容の量を強調しているの
と対照的に、日本は学生の伝統や文化に対する親近感や愛情の育成を重視していることがわかった。
この点における日中の違いは、中国にとって、有意義な参考になるのであろう。
一方、改訂のポイントからわかった日中の相違点が 3つある。
1つ目は、漢字の学習に関する改訂である。中国側は、学生の学習負担を考慮し、学習する漢字の
量を減らしている。それに対し、「日要領」は、中国と違い、漢字指導の改善と充実を要求している。
別表の学年別漢字配当表は、都道府県名に用いる漢字 20 字を第 4学年から加えた。その背景として
は、日中漢字の学習負担の差がある。中国では、小学校 6年間で学生が読めることを要求する漢字の
数が全部で 3000 字であり（そのうちの 2500 字は書けることも要求される）、平均的に 1学年は 500
字になる。一方、日本は、小学校 6年間で配当された漢字が全部で 1026 字であり、平均的に一学年
は 171 字しかない。平仮名と片仮名を入れても、平均的には一学年の学習字数は 187 字である。中国
の小学生の負担が断然大きいことが分かる。
しかし、これは中国語と日本語の言語そのものの特徴と関連があり、この点における中国の学生の
負担を減らそうとしても減らすことができない。つまり、中国語の表記は、漢字しかなく、漢字が分
からなければ、文章を読めず、またその意味も当然理解できない。一方、日本語の表記は、漢字以外
に、平仮名とカタカナがあり、文章中に難しい漢字がある場合、フリガナを付ければ、まず読める。
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よって、日本の小学生は一年生で平仮名とカタカナを学び終われば、漢字が分からないから読書がで
きないということはなく、フリガナが付いている本であれば一人で読書できる。これは、中国と明確
な違いがあり、学生の読書の量と速度に関係し、さらに前述した日本の読解力が中国を上回っている
調査結果に結びつく原因の 1つになると考えられる。
2つ目の違いは、中国では、「社会主義核心価値体系」など、政治と関わりがある内容を取り入れ
る点である。第一部分の前言の二の（二）には、「…重文程学生思想情感所起的熏陶感
染作用、注意程内容的价取向、要承和中秀文化和革命、体社会主核心价体
系的引作用、突出中国特色社会主共同理想、弘以国主核心的民族精神和以改革新核
心的代精神、
立社会主荣辱	、培养良好思想道德尚…。」という記述がある。その趣旨を概
括すれば、「中国の優れた文化や革命の伝統を引き継ぎ、社会主義核心価値体系の引率力を示し、中
国式社会主義の共同目標を強調し、愛国主義を中心とする民族精神や社会主義の価値観を養う」とい
うことになる。「社会主義核心価値体系」というのは、2006 年に中国共産党により提唱された 24 文
字の価値観のスローガンであり、近年極めて重視されている。この「価値体系」は、国家、社会及び
個人という 3つのレベルから構成されている。現在、国語科の教育現場だけでなく、多様なルートで
社会生活に浸透している。
それから、3つ目の相違点は、情報の扱い方に関する改訂内容である。「日要領」には、各学年に
「情報の扱い方に関する事項」を付け加えた。その中に、特に「第 3学年及び第 4学年」の第（2）節
には、「（前略）引用の仕方や出典の示し方（略）を理解し使うこと」を強調していることが興味深い。
これと対照的に、「中要領」は、2001 年版と比べ「関与写作教学」（作文教育に関して）という節に
も、「積極的に情報技術やネットのメリットを利用するように」7）という関連内容の追加がある。しか
し、ネットの情報を利用する際、引用の仕方や出典の示し方などに関する注意はない。また、現在日
本の小学校では道徳の授業でさらに詳しく情報の扱い方について教えているが、中国の小学校では情
報科目を設置しているにも関わらず、パソコンの操作しか教えていない。現代の社会生活では、すで
に情報氾濫というほど、簡単に多種多様なルートから情報を手に入れることができる。また、正しく
情報を扱えるかどうかも常に話題として取り上げられている。実際、日本でも中国でも、著作権に関
するトラブルや裁判がしばしば発生している。小学校の教育から早めに引用の仕方のような情報の扱
いに関する知識を導入する必要があるのではないかと考える。
3 ．総目標に関する日中比較
「日要領」は、「第 1 目標」と各学年の目標に分けて述べている。その「第 1 目標」は国語科の
総目標であるが、その内容は次の通りである。
（ウ）
第 1 目標
言葉による見方・考え方を働かせ、言語活動を通して、国語で正確に理解し適切に表現する資
質・能力を次のとおり育成することを目指す。
（1）日常生活に必要な国語について、その特質を理解し適切に使うことができるようにする。
（2）日常生活における人との関わりの中で伝え合う力を高め、思考力や想像力を養う。
（3）言葉がもつよさを認識するとともに、言語感覚を養い、国語の大切さを自覚し、国語を尊重
してその能力の向上を図る態度を養う。
各学年の目標は、「第 1学年及び第 2学年」の目標、「第 3学年及び第 4学年」の目標、「第 5学年
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及び第 6学年」の目標という 3段階に分けている。
（ウ）に示している「日要領」の総目標は、全体的に非常に簡潔であるイメージがある。内容から
見ると、2008 年版と比べ特に日常生活への応用を強調しており、前述したように総合的な応用力を
高めるのが今度の改訂のポイントであろう。
一方「中要領」の方も、「日要領」と同じく「総体目標」と各学年の目標に分けている。各学年の
目標は、各学年の学習内容と合わせ、聞く・話す・読む・書くなどの 4つの領域に入れており、「日
要領」のように単独で「内容」から独立して明示することがない。
なお、「中要領」の総目標は、次の（エ）のようになる。
（エ）8）
本科目の目標は、知識と能力、過程と方法、心情・態度と価値観という 3つの分野から設定し
ている。この 3つの分野は、浸透し合い、一体化し、国語の素質の全面的な向上を目標とする。
1. 国語の学習を通し、愛国主義、集団意識、社会主義思想道徳および正しい審美眼を育てるこ
と。また、個性の伸ばし、革新とチームワークの精神を養うこと。徐々に積極的な生活の態
度と正しい世界観および価値観を育てること。
2. 中華文化の豊かさを理解し、民族文化の知恵を吸収すること。また、現代の文化生活に関心
を持ち、文化の多様性を尊重し、人類の優れた文化を学び、文化的なセンスを高めること。
3. 祖国の言語文字を愛する心を育てること。国語を勉強する自信を向上し、正しい国語学習の
習慣を養い、正しい国語の勉強法を身に付けること。
4. 言語能力を高めるとともに、思考力や科学的な考え方を養うこと。徐々に真実を求め、尊重
する科学的な態度を育てること。
5. 積極的探究的な学習の態度を育て、想像力と創造の潜在力を養うこと。また、実践の中で、
国語を学び、使うこと。
6. 中国語のピンインを習うこと。共通語で話せ、3500 字ぐらいの常用漢字が読め、正しいス
ピードで正確に漢字を書けること。
7. 一人で読書できる能力を持ち、多種多様な読書方法を身に付けること。より豊富な積み重ね
と良好な語感を持ち、感情の体験を重視し、感じたり理解したりする力を高めること。また、
日常的に新聞雑誌を読み、簡単な文学作品の鑑賞をし、自分の心を豊かにすること。辞書な
どの力を借りながら簡単な古文を読めること。優れた詩を 240 編暗記すること。一年生から
九年生9）までの九年間、教科書以外の読書の総量は、400 万字以上あること。
8. 具体的に明確に、そしてなめらかに見聞きしたこと、体験したことや思ったことを伝えられ
ること。状況に応じて、一般的な表現を使用して書き、文章を書く力を高めること。
9. 話し手のことばを集中して聞き、自分が伝えたいことを伝え、伝え合い、正しく口頭表現を
使い、円滑に社会的なコミュニケーションを実現すること。
10. 常用の辞書や辞典の使い方を理解し使えること。また、情報を検索し整理する初歩的な能力
を身に付け、新しい技術やメディアを利用して国語を学ぶことを積極的に試みること。
「日要領」に比べると、「中要領」の方は、全体的に特に細かい指示が多い。「知識と能力」、「過程
と方法」、「心情・態度と価値観」という 3つの分野から目標を設定している。
まず、「知識と能力」分野の内容は、（エ）の 6から 9までの部分に当たり、暗記する詩の数や教科
書以外の読書の量まで具体的に指示している。この分野の内容は、「日要領」の「能力」分野の内容
に近いが、「日要領」より細かい。しかし、「日要領」の方は、身に付ける知識や技能を指示するだけ
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でなく、勉強の第一歩としてまず国の言語文化に親しんだり国語の特質を理解したりすることが、今
度の改訂の 1つのポイントである。親しんで理解するならば、自ら勉強する意欲がより湧きやすいと
考えられる点から見れば、「日要領」のこの改訂には重要な意義がある。
次に「中要領」には、「過程と方法」という分野の設定があり、これが「日要領」と大きく違うと
ころである。つまり、1科目の学習目標は、最終的に身に付ける知識や素質だけではなく、その最終
目標に到達するまでの過程やその間で覚えた勉強の方法自体も、重要な目標の 1つではないかとする
「中要領」の立場だと捉えられるであろう。この点を重視する「中要領」は、評価すべきである。し
かし、（エ）の 10 や 5 が、この分野の内容となり、情報収集などの勉強のし方にも触れているが、第
3節で述べたように、ネットの情報を利用する際、引用の仕方や出典の示し方などに関する提示はな
い。この部分は、「日要領」にはより詳しい指示が書かれており、評価すべき点でもある。
さらに、「中要領」の「心情・態度と価値観」については、（エ）の 1、2や 4などが、この部分に
当たる。この部分の内容も愛国主義や社会主義を強調しており、さらに総目標の最初に位置され、強
調の程度が一目瞭然である。このような政治に関わる内容の浸透は、やはり「中要領」の特徴であろ
う。一方「日要領」の方は、総目標には愛国に関する内容がないが、要領の「第 3 指導計画の作成
と内容の取扱い」には、「日本人としての自覚をもって国を愛し、国家、社会の発展を願う態度を育
てるのに役だつこと」という表現がある。愛国に関する指導を記述する場所と表現の仕方について、
「中要領」のストレートな書き方とは対照的な表現となっている。
4 ．構成に関する日中比較
本節は、「日要領」と「中要領」の構成に関する異同を考察し、それぞれの章立てを次の表に整理
した。
表 1 国語科学習指導要領の構成の日中比較
日要領 中要領
第 1 目標
第 2 各学年の目標及び内容
〔第 1学年及び第 2学年〕
1 目標
2 内容
〔知識及び技能〕
（1）言葉の特徴や使い方に関する事項
（2）情報の扱い方に関する事項
（3）我が国の言語文化に関する事項
〔思考力、判断力、表現力等〕
Ａ 話すこと・聞くこと
Ｂ 書くこと
Ｃ 読むこと
〔第 3学年及び第 4学年〕
1 目標
2 内容
〔知識及び技能〕
（1）言葉の特徴や使い方に関する事項
（2）情報の扱い方に関する事項
（3）我が国の言語文化に関する事項
〔思考力、判断力、表現力等〕
Ａ 話すこと・聞くこと
Ｂ 書くこと
Ｃ 読むこと
〔第 5学年及び第 6学年〕
1 目標
2 内容
第一部分 前言
一、課程性質
二、課程基本理念
三、課程設計思路
第二部分 課程目標与内容
一、総体目標与内容
二、学段目標与内容
第一学段（1～2年級）
（一） 識字与写字
（二） 閲読
（三） 写話
（四） 口語交際
（五） 総合性学習
第二学段（3～4年級）
（一） 識字与写字
（二） 閲読
（三） 習作
（四） 口語交際
（五） 総合性学習
第三学級（5～6年級）
（一） 識字与写字
（二） 閲読
（三） 習作
（四） 口語交際
（五） 総合性学習
第四学級（7～9年級）
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2017 年版の「日要領」の大きな変更点の 1つは要領の構成である。2008 年版の「話すこと・聞く
こと」、「書くこと」と「読むこと」の 3領域及び「伝統的な言語文化と国語の特質に関する事項」で
構成されていた内容は、「知識及び技能」及び「思考力、判断力、表現力等」に変更された。従来の
「話すこと・聞くこと」、「書くこと」と「読むこと」の項目は「思考力、判断力、表現力等」の下に
置かれるようになった。最新の「日要領」と「中要領」の構成上の異同点は次の通りである。
まず類似点について、日中とも「各学年の目標及び内容」を設けており、また目標及び内容を説明
する際、日中とも 2つの学年ごとに 1つの学習段階としている。つまり、第 1学年と第 2学年をまと
めて、目標及び内容を設けており、第 3学年と第 4学年をまとめており、第 5学年と第 6学年をまと
めている。これは、中国では「学段」と呼んでいる。これは小学校の児童の心身発達の特徴を合わせ
た区分だと考えられる。
そして、もう 1つの「日要領」と「中要領」の類似点は、日中とも聞く・話す・読む・書くの 4技
能を重視することである。分け方は同じではないが、「中要領」の「識字与写字」と「写話」は、「日
要領」の「書くこと」に相当する。また、「中要領」の「閲読」は、「日要領」の「読むこと」に相当
しており、「中要領」の「口語交際」と「総合性学習」は、「日要領」の「話すこと・聞くこと」に相
当している。この 4つのスキルの育成と向上が国語科教育の基本だという認識は、日中とも共通して
いるとわかった。
次に、「日要領」と「中要領」の相違点を考察すると、以下の 4点があると考える。
①「中要領」には、「前言（日本の「前書き」に当たる）」という節があり、国語科の課程の性質・
基本理念・編集方針を説明しているが、「日要領」にはそのような節はない。ただし、「日要領」は、
『小学校学習指導要領』の最初の部分に、「前文」と「第 1章 総則」を設けており、全ての科目を含
んだ全体の基本理念、課程の編成、実施及び評価などの事項を説明している。「中要領」は、他の科
目と合わせて説明するのではなく、国語科だけの節を設けることが、日本に比べ、より明確に国語科
の特徴を強調することができていると考える。これは、前述した日中の教育現場の実際の実施方法と
関わっている。つまり中国においては、各科目をそれぞれ別の教師で担当するが、日本の小学校では、
基本的に全ての科目を、担任の教師が 1人で担当している。全ての科目の要領を 1冊にまとめている
のは、国語科の指導方針や教育目標などを他の科目に生かすこともあるからではないであろうか。
②「中要領」の第三部分では、要領を実施する際に配慮する事項として指導・評価・教材編集の 3
領域に分けている。指導・教材編集に関する内容は、「日要領」の第 3節にも触れているが、評価に
〔知識及び技能〕
（1）言葉の特徴や使い方に関する事項
（2） 情報の扱い方に関する事項
（3） 我が国の言語文化に関する事項
〔思考力、判断力、表現力等〕
Ａ 話すこと・聞くこと
Ｂ 書くこと
Ｃ 読むこと
第 3 指導計画の作成と内容の取扱い
1 指導計画の作成に当たっては、次の事項に配慮す
るものとする。
2 第 2の内容の取扱いについては、次の事項に配慮
するものとする。
3 教材については、次の事項に留意するものとする。
別表 学年別漢字配当表
（一） 識字与写字
（二） 閲読
（三） 写作
（四） 口語交際
（五） 総合性学習
第三部分 実施建議
一、教学建議
二、評価建議
三、教材編写建議
四、課程資源開発与利用建議
付録
付録 1 優秀詩文背誦推薦篇目
付録 2 関与課外読物的建議
付録 3 語法修飾知識要点
付録 4 識字、写字教学基本字表
付録 5 義務教育語文課程常用字表
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関する内容は、「日要領」には見当たらない。「中要領」には、国語科の評価に関する機能、方法、注
意点、特徴について具体的に説明している。しかし、「日要領」には評価に関する説明がないが、教
材出版社により作られた各学年の各単位の評価基準が大変充実している。例えば、国語科の出版社と
して一番多く利用されている光村出版社は、1年生から 6年生までの「年間指導計画例」を出してい
る。その中には、各部分について「関（国語への関心・意欲・態度）」、「話・聞（話す能力・聞く能
力）」、「書（書く能力）」、「読（読む能力）」及び「言（言語についての知識・理解・技能）」という 5
つの視点から詳しい評価基準を提示している。
③「日要領」と「中要領」の中に取り上げられている「聞く・話す・読む・書く」という 4技能の
順番が違う。「日要領」の方は、「話すこと・聞くこと」、「書くこと」、「読むこと」という順番になっ
ている。しかし、「中要領」の方は、まずは「習字すること・（漢字を）書くこと」で、2つ目は「読
むこと」となる。3つ目は作文であるが、1年生と 2年生は「写話」と呼び、つまりまだ作文ではな
く、話を書くことで、3年生からは「習作」で作文を書くことになる。また、4番目は「口語交際」
（口頭のコミュニケーション）で、内容から考えると日本の「話すこと・聞くこと」に近い。それか
ら、5番目は総合的な学習という意味の「総合性学習」である。乳幼児の言語習得プロセスは、一般
に「聞く→話す→読む→書く」という順になるが、当然、すでに 6歳以上の小学生にとって、乳幼児
の言語習得プロセスに沿って学習する必要はないと思われる。しかし、幼い児童にとって、なるべく
乳幼児の言語習得プロセスに近い学習方法は、心身的負担が少ないのではないかと思う。この視点か
ら日中を比べると、日本の方は乳幼児の言語習得プロセスにより近いと言えるであろう。中国の国語
科教育が強行的に知識を詰め込んでいるという印象を与える原因であるかどうかは、今後心理学的な
アプローチからさらに検討する価値があると思う。
④日本の要領は、特別な配慮を必要とする児童への指導を含んでいるが、中国の要領にはない。
「日要領」の「第 3 指導計画の作成と内容の取扱い」には、「障害のある児童などについては、学習
活動を行う場合に生じる困難さに応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的、組織的に行うこと」と
いう指摘がある。また、要領の総則には、「特別な配慮を必要とする児童への指導」という詳しい説
明があり、障害がある児童、海外から帰国した児童および不登校児童を教育する際の注意点も述べら
れている。
5 ．まとめ
本稿は、日本で 2017 年に公布された最新版「小学校国語科学習指導要領」と中国の現行の 2011 年
版の「小学校国語科学習指導要領」を対照比較した。なお、本稿は、紙幅の関係でマクロ視点から、
改訂のポイント、総目標及び構成という 3つの内容に絞って考察を行ったが、各学年の目標・内容、
要領の作成、内容の取扱いに関する考察は、今後の課題にしたい。
本稿の考察をまとめると、「中要領」と「日要領」は、類似しているところがあり、またそれぞれ
優れた特徴もある。両方とも伝統文化を重視している。「中要領」は、学習の最終目標に到達するま
での過程やその間で覚えた勉強の方法自体も、重要な目標の 1つとしている点が評価すべきである。
「日要領」は、情報の正しい扱い方を早めに導入し、特別な配慮を必要とする児童への指導を含めて
いる点が評価すべきであろう。一方、「日要領」との比較を通してわかったのは、中国では具体的な
知識や技能を学習する前に言語文化に親しんだり、理解したりする心の育成はまだ不足していると思
われる。また、「聞く・話す・読む・書く」の 4つのスキルを養成する順序も、中国の国語教育が詰
め込み教育となってしまう原因の 1つではないかと考えられる。
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付 記
本研究は、中国語情与社会発展研究中心の 2016 年度の研究支援を受けている。プロジェクトのテーマは、「中
日基礎教育語文教育政策及教材対比研究」（YQYB16-02）である。
注
1） 日本文部省が公布した『小学校学習指導要領解説国語編』（平成 29 年 6 月 6 ページ）による。
2） 国立教育政策研究所のデータによる。（http://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/#PISA2015 アクセス時間は、
2017 年 7 月 24 日である。）
3） 張世棟（2004）「語文学科名称之百年流変」中国鉱業大学学報（社会科学版）04.ｐ93.
4） 王柏勛、曹洪順（2000）「中学語文教学大綱 50 年的変遷」語文教学通訊 09.ｐ7.
5） 小島千裕（2015）「教育関係者のことばの認識と『国語』形成－－明治 30 年代の『岩手学事彙報』にもとづ
いて－－」国語科教育 77.ｐ38.
6） a～ｄは、文部科学省の公表した『小学校学習指導要領』（平成 29 年 3 月）、『幼稚園教育要領、小・中学校学
習指導要領等の改訂ポイント』、『小学校学習指導要領解説国語編』（平成 29 年 6 月）を基に筆者がまとめた。
7） 第三部分「実施建議（実施に関する提案）」の第一節目の（五）の 3にある。
8） 筆者による訳。
9） 中国では、中学校 1年生から 3年生までは、「7年生、8年生、9年生」と呼ばれている。
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A Contrastive Study of Curriculum Standards for Primary
School Native Language Course Between China and Japan
̶ From a Macro Point of View ̶
WANG, Juan
In recent years, native language education in China has often incurred the criticism of “spoon-
feeding” while Japan, the country that also utilizes Chinese characters, has cultivated readers of
greater reading efficiency. In light of this, this paper aims to conduct a contrastive study between
native language education in China and in Japan to draw inspirations for China’s language education
reform in the future. Curriculum Standards for Primary School Native Language Course, which not
only reflects the philosophy of language education but also provides practical guidance, is of critical
importance. With the Standards as the major subject of research, this paper carries out a contrastive
study in terms of the key points of amendment, the structure, and the general objectives of the
Standards between China and Japan.
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